



























































A Study On the Improvements of Commercial Education
―얨Focus on the Commercial Education in Hokkaido―얨





























































































































































合 計 3,340,561(100％) 140,377(100％)
(平成23年度文部科学省学校基本調査より)
地域の中心校
圏域 地域の中心校 設置 学級計
道央中部 札幌東商業高等学校 道立 8
道央北部 深川東高等学校 〃 4
道央西部 小樽商業高等学校 〃 4
道央南部 苫小牧総合経済高等学校 〃 4
道南 函館商業高等学校 〃 6
道北 旭川商業高等学校 〃 6
オホーツク 北見商業高等学校 〃 4
十勝 帯広南商業高等学校 市立 5

























































































































































































































































内訳 進 学 就 職
年度 大学 短大 専門 看護 進学合計 民間 公務員 就職合計
平成16年度 31（ 3) 12 66 5 114（ 3) 97 10 107
平成17年度 25（ 2) 16 58 5 104（ 2) 102 26 128
平成18年度 31（ 0) 15 53 10 109（ 0) 90 18 108
平成19年度 30（ 4) 25 55 5 115（ 4) 106 5 111
平成20年度 38（11) 24 58 10 130（11) 91 7 98
平成21年度 36（15) 28 44 16 124（15) 94 8 102
平成22年度 43（14) 24 46 5 118（14) 102 12 114
平成23年度 54（23) 26 43 5 128（23) 85 5 90
※大学，進学合計の括弧内は国公立大学進学者
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商業教育の今後の方向について
施されており，志願者は中学生の段階で高校で学習
する専門領域を決定している。これを，１学年では
学年全体を共通の教育課程とし，２学年からは生徒
の希望を生かして各分野ごとに専門性の深化を目指
した学習を進めるような柔軟な教育課程の編成が必
要であると考える。平成23年度の中央教育審議会の
答申にも示されているように，職業教育は特定の専
門分野の学習を端緒として，これに隣接する分野や
関連する分野にも応用したり，発展したりしていく
ことのできる広がりを持つ教育であるという観点を
大切にしたい。生徒の興味，関心の変化に柔軟に対
応し，高校入学後の科目「ビジネス基礎」，「簿記」，
「情報処理」などの商業科目群の土台となる科目の学
習を通して専門的に学習する商業の領域を自ら選択
できる募集形態や単位制の導入についての検討が求
められる。
⑵ 地域に特化した教育内容に関する検討
本道では地域の流通・サービス産業の振興・活性
化に豊かな観光資源の積極的な活用が求められてお
り，観光サービスに関連する産業・団体に従事する
専門職としての人材の育成が必要とされている。商
業に関する学科に旅行の企画・案内，地場産品の販
売などの観光サービスについての専門的，系統的な
学習の導入を検討したらどうか。地域教育を重点的
に進め，本道の歴史や文化に触れたり，雄大で美し
い景観，温泉，快適な気候，豊富な食材などを求め
て訪れる観光客に対するホスピタリティ精神を養
う。観光客との円滑なコミュニケーションを図るこ
とのできる資質は実際的・体験的学習を軸として育
成する。地域の特色を盛り込んだ旅行の企画・立案，
観光パンフレット・ポスター・ガイドブック・観光
地図の作成など観光情報の処理やマーケティング能
力の育成，価格計算・経理分析，接遇マナー，苦情
処理，危機管理，救急救命法，環境保全への取り組
みなどが指導内容として考えられる。
⑶ 北海道の広域性に応じた高大連携の在り方
に関する検討
本道は広域であり，地方都市にも商学系，経営系
の学部を設置する大学はあるが，多くは札幌に集中
している。商業に関する学科を設置する高校は小規
模校，中規模校が多く道内に点在しており，札幌等
にある大学と高大連携を進めようにも，距離的な隔
たりや生徒数などが障害となって円滑には進まない
現実がある。そのため，商業に関する学科を設置す
る高校が互いに連携，協力して大学との連携を検討
したらどうか。高校，大学ともに複数の学校間の連
携も視野に入れる。高校と大学間の学習内容の円滑
な接続を図るため，互いの学習内容の在り方につい
て検討を加え，新しく学校設定科目を設けたり互い
の連携のもと教材開発をするなどの工夫が必要であ
る。
⑷ 教員研修の充実に関する検討
新しい時代に必要とされる商業教育について教員
が学ぶための研修の機会を充実させる必要がある。
商業教育の根幹となる知識・技術に関する内容から
時代に即した新しい知識・技術に関するものまで，
専門性豊かな教員の養成を目指した教員研修の充実
が求められる。商業教育は，産業教育であり実学で
あることを踏まえ，校内研修，教育委員会等が主催
する研修に加えて，大学，企業，団体などとの協力
による研修の機会の設定について検討することが必
要である。
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